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平成３０年度公益財団法人奈良県体育協会 
トップアスリート育成支援事業補助金実施要項 

 
 
 公益財団法人奈良県体育協会トップアスリート育成支援事業補助金交付要綱（以下「交

付要綱」という。）に基づく事務手続きを円滑に進めるため、次のとおり実施要項を定

める。 
 
  １．選手育成強化事業 
  （１）補助金交付申請 
        交付要綱第４に定める関係書類とは次のものをいう。 
 
          ①事業実施計画書（第１号様式） 
              ・「日帰り練習」「宿泊を伴う練習」別に作成すること。 
              ・事業の種類欄で「日帰り練習」「宿泊を伴う合宿・遠征」のいずれか

を選択すること。 
              ・「会場」「宿泊」「参加人員」「実施・会計責任者」欄は、必要事項

を記載すること。 
              ・経路が確認できるように出来るだけ詳細に記入すること。 
 
          ②事業収支予算書（第２号様式） 
              ・収入の部の科目欄は「県体育協会補助金」とし、事業実施に必要な所 

       要額を記入すること。 
              ・支出の部の科目欄は「講師謝金」「講師旅費」「指導者交通費」「指

導者宿泊費」「選手交通費」「選手宿泊費」「負担金」「使用料及び

賃借料」の指定科目で予算を作成すること。 
 
  （２）実績報告書 
        交付要綱第１０に定める関係書類とは次のものをいう。 
 
          ①事業実施報告書（第３号様式） 
              ・事業実施計画書に準じて作成すること。 
 
          ②事業収支決算書（第４号様式） 
              ・事業収支予算書に準じて作成すること。 
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   （３）選手育成強化事業補助金基準単価 
 
          ①講師謝金 

 
内  容 

 
単  位 

 
限 度 額 

 
外部の著名指導者を招聘 
 
 

 
１時間あたり 
１日あたり 
 

 
 ６，５００円以内 
２６，０００円以内 
 

 
          ②旅 費 

 
区  分 

 
支出種別 

 
金   額 

 
県内の場合 
 

 
 交  通  費 
 宿  泊  費 

 
 一律  １，０００円 
 一泊  １０，０００円以内 

 
県外の場合 
 
 

 
 交  通  費 
 宿  泊  費 
 

 
 実費支給 
 一泊  １０，０００円以内    
 

 
          ③負担金 

 
内   容 

 
金  額 

 
国体・近ブロ大会を除く近畿大会レベル以上の 
競技大会等への参加費負担金 
 

 
実費支給 

 
 

 
          ④会場等使用料 

 
内   容 

 
金  額 

 
強化練習等の会場借用料 
 

 
実費支給 
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   （４）事業報告書添付証拠書類等について 
          報告時に添付する様式に加え、次の証拠書類（領収書等のコピー）を添付す 

    ること。 
 

支出種別 
 

具体的内容 
 
①謝金 
 

 
謝金 
 

 
本人が署名押印（サイン）若しくは記名

押印したもの 
 
②旅費 
 
 
 
 

 
交通費 
 

 
交通費を受け取った本人の署名押印（サ

イン）若しくは記名、押印したもの 
 
宿泊費 
 

 
宿舎の領収書（人数、単価と泊数記載の

もの） 
 
③負担金 

 
参加費 

 
参加費の領収書（参加人員記載のもの） 

 
④使用料及び賃借料 
 

 
使用料 
 

 
会場借用料、器具借用料等の領収書 
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  ２．指導者育成強化事業 
  （１）補助金交付申請 
        交付要綱第４に定める関係書類とは次のものをいう。 
 
          ①指導者の指導力強化事業実施計画書（第５号様式） 
             ・「指導者研修会・指導者の中央研修」「日帰り練習」別に作成すること。 
             ・招聘事業については、「優秀指導者」「スポーツドクター、管理栄養士」 

       ごとに各欄に必要事項を記載すること。 
             ・経路が確認できるように出来るだけ詳細に記入すること。 
          ②参加者名簿（第６号様式） 
 
          ③指導者の指導力強化事業収支予算書（第７号様式） 
 
  （２）実績報告書 
        交付要綱第１０に定める関係書類とは次のものをいう。 
 
          ①指導者の指導力強化事業報告書（第８号様式） 
          ②指導者の指導力強化事業決算書（第９号様式） 
          ③経費内訳書（旅費領収書）（第１０号様式） 
          ④経費内訳書（指導者旅費領収書）（第１１号様式） 
 
  （３）補助対象事業 
 

① 指導者研修会の開催 
             中央競技団体等が実施する研修会への派遣を実施することにより、指導 

      者の資質向上を図る。 
       ａ．指導者研修会の開催 
       ｂ．指導者の中央研修（１名１泊分補助） 
 
          ②日帰り強化研修会の実施 
             ａ．日帰り強化研修会の実施 
       ｂ．指導者等の配置 
 

② 優秀指導者の招聘 
              優秀指導者を招聘し、日帰り強化研修会における選手への効果的指導や 

      指導者の資質の向上を図る。 
 

③ スポーツドクター及び管理栄養士の招聘 
              各競技団体において、スポーツドクターや管理栄養士を招聘し、選手の 

      健康管理や傷害の防止に努める。 
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   （４）補助対象経費及び補助額 
           補助対象経費は、上記を行うために要する経費（指導者等招聘謝金、旅費、 

     印刷製本費、通信運搬費、使用料及び賃借料等）とし、１団体１００，０００ 

     円を上限として予算の範囲内で補助金を交付する。 
 
   （５）事業実施期間 
           平成３０年４月１日～平成３１年２月２８日 
 
   （６）その他 
 
          ①事業に参加する選手については、本人の意思、発育状態、健康及び学業等 

     等に十分配慮するとともに、保護者の承諾を得ること。 
 
          ②本事業に参加する選手については、必ずスポーツ傷害保険等に加入するこ 

     と。ただし、保険料については個人負担とする。 
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  ３．ジュニア育成強化事業 
  （１）補助金交付申請 
        交付要綱第４に定める関係書類とは次のものをいう。 
 

①Ｕ－１５育成・強化事業実施計画書（第１２号様式） 
          ②参加者名簿（第６号様式） 
          ③Ｕ－１５育成・強化事業収支予算書（第１３号様式） 
 
  （２）実績報告書 
        交付要綱第１０に定める関係書類とは次のものをいう。 
 
          ①Ｕ－１５育成・強化事業報告書（第１４号様式） 
          ②Ｕ－１５育成・強化事業決算書（第１５号様式） 
          ③経費内訳書（旅費領収書）（第１０号様式） 
          ④経費内訳書（指導者旅費領収書）（第１１号様式） 
          ⑤Ｕ－１５育成強化事業成果及び有望選手へと育った選手（第１６号様式） 
 
  （３）補助対象事業 
 
          ①全体運営委員会の開催 
              実施競技団体を一堂に集め、年間計画や育成プログラムについて、具体 
      的な協議を行い、より効果的な事業の進め方について検討する。 
 
          ②競技別運営委員会の設置 
              各競技団体は、諸事業の円滑な運営と競技力向上のための連絡調整を図 
      るため、小・中・高・一般の指導者や関係者からなる運営委員会を設置す 
      る。 
 
          ③指導者研修会の開催 
              研修会の開催及び中央研修への派遣を実施することにより指導者の資質 
      向上を図る。 
 
          ④日帰り強化練習の実施 
              実施競技の特性により異なる場合があるが、原則として年間１５回程度 
      の日帰り強化練習を実施する。 
 
          ⑤優秀指導者の招聘 
              優秀指導者を招聘し、日帰り強化練習における選手への効果的指導や指 
      導者の資質の向上を図る。 
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          ⑥スポーツドクター及び管理栄養士の招聘 
              各競技団体において、スポーツドクターや管理栄養士を年２回程度招聘 
      し、選手の健康管理や傷害の防止に努める。 
 
          ⑦選手育成プログラムの作成 
              小・中・高の各年齢期における発達の特性や各競技の特性に対応した指 
      導を計画的に実施でき、全国レベルで活躍できる選手が育成できる「選手 
      育成プログラム」を作成する。 
 
  （４）事業経費 
          補助対象経費は、上記の事業を行うために要する経費（指導者招聘謝金、旅 
    費、印刷製本費、通信運搬費、使用料及び賃借料等）とし、予算の範囲内で補 
    助金を交付する。 
          なお、各事業における食糧費及び選手の旅費は、補助対象外とする。 
 
  （５）事業実施期間 
          平成３０年４月１日～平成３１年２月２８日 
 
  （６）その他 
 
          ①事業に参加する選手については、本人の意思、発育状態、健康及び学業等 
       等に十分配慮するとともに、保護者の承諾を得ること。 
 
          ②本事業に参加する選手については、必ずスポーツ傷害保険等に加入するこ 
        と。ただし、保険料については個人負担とする。 
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  ４．練習環境整備事業 
  （１）補助金交付申請 
        交付要綱第４に定める関係書類とは次のものをいう。 
 

①器具用具購入の理由書（第１７号様式） 
 
          ②器具用具の見積書及びパンフレット等 
 
  （２）実績報告書 
        交付要綱第１０に定める関係書類とは次のものをいう。 
 
          ①器具用具管理台帳（第１８号様式） 
 
          ②購入及び納品が確認できる書類（様式任意） 
 
          ③購入物の写真 
 
  （３）補助対象経費及び補助額 
          体育団体等がトップアスリート育成支援事業を行うために要する器具用具の 

   購入について、予算の範囲内で補助する。 


